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(57)【要約】
　樹脂箔の形成に使用する改良された制御装置及び関連
する改良された樹脂箔成形制御法は、特に、検出装置及
び／又は検出器と、規格処理値及び／又は目標処理値と
の２要素又は少なくとも２要素で設定される制御装置を
使用し、検出装置及び／又は検出器から導出される機械
変量と、製品特性に依存する規格処理値及び／又は目標
処理値とは、製造変量を介して互いに関連付けられ、結
合され又は結合でき、検出装置及び／又は検出器から導
出される調節可能な機械変量は、製造装置側の製造変量
に結合され又は接続される。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　樹脂箔、特に平面状の樹脂箔、流延樹脂箔、一軸延伸、単軸延伸、順次二軸延伸又は同
時二軸延伸される樹脂箔又は二重バブル樹脂箔、三重バブル樹脂箔又は多重バブル樹脂箔
を広義に含む吹込成形樹脂箔を形成する制御装置において、
　制御装置は、２要素又は少なくとも２要素で構成され、
　制御装置は、検出装置及び／又は検出器と、規格処理値及び／又は目標処理値とを備え
、
　検出装置及び／又は検出器から導出される機械変量と、製品特性に依存する規格処理値
及び／又は目標処理値とは、製造変量により互いに関連付けられ又は関連付けでき、
　調節可能な機械変量は、検出装置及び／又は検出器を介して樹脂箔製造装置側の製造変
量に関連付けられ又は接続され、
　冷却水温度、加熱装置の加熱温度、通気装置のファン回転数、引出す長尺樹脂箔の横方
向及び／又は縦方向の引張応力を含む群からなる単一又は複数の機械変量は、調節可能な
機械変量に属し、
　樹脂箔温度、樹脂箔に作用する横方向及び／又は縦方向の引張力を含む群からなる単一
又は複数の製造変量は、製造変量に属し、
　製造変量は、規格処理値及び／又は目標処理値を介して制御装置により形成される樹脂
箔の処理変量に関連付けられ又は接続され、かつ
　樹脂箔温度、引張強度、弾性係数、樹脂箔厚さ、樹脂箔濁りを含む群からなる単一又は
複数の値は、処理変量に属することを特徴とする制御装置。
【請求項２】
　製造変量は、調節可能に設定される機械変量から導出され又は機械変量に双方向に関連
付けられ若しくは接続され、
　逆に、機械変量は、設定可能な処理変量に関連付けられ又は結合され、
　検出器に製造変量と機械変量を組み込んだ請求項１に記載の制御装置。
【請求項３】
　設定可能な製造変量に双方向に接続され又は製造変量から供用化され又は製造変量に関
連付けられる樹脂箔の処理変量と、逆に、設定可能な処理変量に関連付けられ又は処理変
量から共用化される製造変量とを規格処理値及び／又は目標処理値に組み込んだ請求項１
又は２に記載の制御装置。
【請求項４】
　連続する複数の工程段階を有する形成工程又は製造工程の種々の段階に、同一数の方法
媒介変数を設定する複数の装置領域又は装置区域が設けられ、かつ
　適切な検出装置及び／又は検出器は、装置領域又は装置区域に対応付けられる機械変量
が製造変量に関連付けられ、
　関連する規格処理値及び／又は目標処理値は、適切な製造変量を処理変量に結合し、関
連付けかつ／又は接続する請求項１～３の何れか１項に記載の制御装置。
【請求項５】
　先行する装置領域又は装置区域の出口工程値は、後続の装置領域又は後続の装置区域の
対応する入口値に連続して、装置領域特性かつ／又は装置区域特性に依存する処理変量は
、樹脂箔の移動通路及び／又は引出通路に沿い段階的に相互に連結される請求項４に記載
の制御装置。
【請求項６】
　製品の領域特性又は区域特性に依存する処理変量は、直近の領域又は区域の出口での処
理変量を処理すべき長尺樹脂の製品特性に対応して、処理する樹脂箔の長尺材料の前進方
向に互いに関連付けられる請求項４又は５に記載の制御装置。
【請求項７】
　適切な製品特性、処理変量及び機械変量は、表示装置内に可視化されかつ／又は表示装
置に入力される請求項１～６の何れか１項に記載の制御装置。
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【請求項８】
　形成する樹脂箔の処理変量の変化する調節値により、制御装置は、機械変量を自動的に
調節する請求項１～７の何れか１項に記載の制御装置。
【請求項９】
　形成する樹脂箔の処理変量の変化する調節値により、制御装置は、機械変量を半自動的
に作成し、表示し、検証し確認しかつ／又は変更可能に付与する請求項１～７の何れか１
項に記載の制御装置。
【請求項１０】
　種々の検出装置及び／又は検出器に規格処理値及び／又は目標処理値を組み合わせた請
求項１～９の何れか１項に記載の制御装置。
【請求項１１】
　樹脂箔、特に平面状の樹脂箔、流延樹脂箔、一軸延伸、単軸延伸、順次二軸延伸又は同
時二軸延伸される樹脂箔又は二重バブル樹脂箔、三重樹脂箔又は多重バブル樹脂箔を広義
に含む樹脂箔成形制御法において、
　２要素又は少なくとも２要素で構成される制御装置を使用し、
　制御装置は、検出装置及び／又は検出器と、規格処理値及び／又は目標処理値とを備え
、
　検出装置及び／又は検出器から導出される機械変量と、製品特性に依存する規格処理値
及び／又は目標処理値は、製造変量を介して互いに関連付けられ、
　調節可能な機械変量は、検出装置及び／又は検出器を介して装置側の製造変量に結合又
は接続され、
　冷却水温度、加熱装置の加熱温度、通気装置のファン回転数、引出すべき長尺樹脂箔の
横方向及び／又は縦方向の引張応力を含む群からなる単一又は複数の機械変量は、調節可
能な機械変量に属し、
　樹脂箔温度、樹脂箔に作用する横方向及び／又は縦方向の引張力を含む群からなる単一
又は複数の製造変量は、製造変量に属し、
　製造変量は、規格処理値及び／又は目標処理値を介して樹脂箔製造装置により形成され
る樹脂箔の処理変量に関連付け又は接続され、かつ
　樹脂箔温度、引張強度、弾性係数、樹脂箔厚さ、樹脂箔濁りの群からの単一又は複数の
値は、処理変量に属することを特徴とする樹脂箔成形制御法。
【請求項１２】
　双方向に調節可能に設定される機械変量の下で、機械変量から導出され又は機械変量に
関連付けられ又は接続される製造変量を備え、逆に設定可能な処理変量に関連付けられ又
は結合される機械変量を検出器に設定した請求項１１に記載の樹脂箔成形制御法。
【請求項１３】
　規格処理値及び／又は目標処理値は、設定可能な製造変量に双方向に接続され又は共用
化され又は製造変量に関連付けられる樹脂箔処理の処理変量を含み、逆に設定可能な処理
変量に結合され、関連づけられ又は共用化される製造変量を含む請求項１１又は１２に記
載の樹脂箔成形制御法。
【請求項１４】
　連続する複数の工程段階を有する製造工程の種々の工程段階に、同一数の方法媒介変数
を設定する複数の装置領域又は装置区域を設け、かつ
　装置領域又は装置区域に対応付けられる機械変量は、検出装置及び／又は検出器に製造
変量を関連付け、関連する規格処理値及び／又は目標処理値は、適切な製造変量を処理変
量に結合し、関連づけかつ／又は接続する請求項１１～１３の何れか１項に記載の樹脂箔
成形制御法。
【請求項１５】
　先行する装置領域又は装置区域の出口工程値を後続の装置領域又は装置区域の対応する
入口値に対応させて、装置領域特性かつ／又は装置区域特性に依存する処理変量を樹脂箔
の移動通路及び／又は引出通路に沿い段階的に結合する請求項１１～１４の何れか１項に
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記載の樹脂箔成形制御法。
【請求項１６】
　直近の装置領域又は装置区域の出口での処理変量を処理すべき長尺樹脂の製品特性に対
応させて、処理すべき長尺樹脂箔の進行方向の装置領域特性又は装置区域特性に依存する
処理変量を互いに結合させる請求項１４又は１５に記載の樹脂箔成形制御法。
【請求項１７】
　適切な製品特性、処理変量及び機械変量を可視化して表示装置に表示しかつ／又は入力
する請求項１１～１６の何れか１項に記載の樹脂箔成形制御法。
【請求項１８】
　形成すべき樹脂箔の処理変量の調節量が変化するとき、制御装置により機械変量を自動
化して調節する請求項１１～１７の何れか１項に記載の樹脂箔成形制御法。
【請求項１９】
　形成すべき樹脂箔の処理変量の調節量が変化するとき、制御装置により機械変量を半自
動的に表示して、処理変量を操作しかつ／又は変更する請求項１１～１７の何れか１項に
記載の樹脂箔成形制御法。
【請求項２０】
　規格処理値及び／又は目標処理値を異なる複数の検出装置及び／又は検出器に組み込ん
だ請求項１１～１９の何れか１項に記載の樹脂箔成形制御法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、特に樹脂箔を形成しかつ／又は処理する制御装置及び樹脂箔成形制御法に関
連する。
【背景技術】
【０００２】
　本発明の制御装置は、樹脂箔（プラスチックフィルム）、特に平面（シート）状の樹脂
箔を形成する全制御工程に関する。流延樹脂箔（注型樹脂箔）の形成法も、本発明に属す
る。また、二重バブル樹脂箔の成形制御法と呼ばれる所謂、吹込成形樹脂箔の形成法も本
発明に属する。
【０００３】
　また、本発明は、樹脂箔を形成する全製造方法に関連するが、流延樹脂箔の形成法を含
む種々の樹脂延伸装置でも、二重バブル樹脂箔成形制御法による樹脂箔の形成法を含む平
面状樹脂箔の形成法は、当業者には基本的に公知であり、公知の解決法を参照できる。
【０００４】
　樹脂箔又は流延樹脂箔の成形装置全体に関する制御装置は、樹脂延伸装置のみならず、
細粒樹脂の供給又は樹脂重合から最終樹脂箔形成までに関連する。製造装置全体の一部に
過ぎない樹脂箔の順次延伸又は同時延伸には、本発明は、限定されない。
【０００５】
　本発明の樹脂箔成形制御法は、所謂、流延樹脂箔成形装置に適用される。適切な流延樹
脂箔成形装置の各構成装置は、当業者に周知である。樹脂箔成形制御法と二重バブル樹脂
箔形成法にも本発明の制御方法を原理的に適用できる。
【０００６】
　稼動中の樹脂箔成形装置の各部に発生する多数の機械上の変量（「機械変量」という。
）と、成形工程中の樹脂箔に発生する多数の処理上の変量（「処理変量」という）とを樹
脂箔形成製造装置の中央制御装置で制御する方法は、極めて複雑である。得られる機械変
量と処理変量に関する多数のデータを編集し、互いに組合せなければならない。特に、経
験的に獲得する膨大な量の経験値を使用して、制御装置を正しく開始し、駆動しかつ制御
しなければならない。換言すると、関与する製造（工程）技術者と装置操作者の経験と知
識の量と質とに依存する制御が極めて重要である。
【０００７】
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　図１０は、所定品質の樹脂箔を形成する従来の制御装置の略示工程図の一例、即ち、樹
脂箔製造装置の従来の機械制御法の基本的構成手順を示す。製造技術者及び／又は装置操
作者の能力と経験的データに基づき、各製造工程（例えば、押出、樹脂箔形成、縦延伸及
び／又は横延伸等）の各製造変量と各機械変量とを適切な方法で互いに関連付けなければ
ならない。
【０００８】
　従来の樹脂箔成形装置の駆動時に、例えば、温度又は圧力等の樹脂箔成形装置の各構成
機器の測定値を表す機械変量m（mは、１０００を越える値）が測定技術で求められる。
【０００９】
　その後、制御技術により機械変量を調節して、制御系を制御して所定の処理変量を得な
ければならない。
【００１０】
　調節する全機械変量と全処理変量は、互いに依存し、製品特性は、機械変量と処理変量
とに依存する。
【００１１】
　図１０は、装置操作者（1人又は複数の操作者）をPで表し、制御装置又は制御器具Eの
一部として工程可視化装置MVが設けられ、操作者は、工程可視化装置MVを介して制御装置
又は制御器具E全体を制御する。
【００１２】
　図１０の工程可視化装置は、考慮し、管理し、検査しかつ／又は個別に調節すべき多数
の測定量又は媒介変数（パラメータ、補助変数、機械変量、工程変量）等を表示するため
、工程可視化装置の全体構造は、多大でかつ極めて見通し難いものとなる。
【００１３】
　図１１は、公知の解決法を実施する縦延伸装置（MDO, 延伸方向付装置、横延伸装置）
の概念図を示す。
【００１４】
　図１１は、特殊な縦延伸装置の種々の予備加熱装置群VH1～VH2（例示に過ぎない）と、
中央から右手に配置される各対の搬送ローラと、搬送ローラに続く種々の回転速度で異な
る延伸工程を実行する長手延伸ローラLWとを備える延伸装置を示す。その後、例えば、延
伸装置LR1～LR4が続き、後加熱処理ローラNH1～NH4が配置され、更に、横延伸装置（図１
点線枠17内）又は選択的な被覆装置（図１点線枠15内）に樹脂箔が供給される。
【００１５】
　樹脂流延装置（図１点線枠9内：回転ローラ上に液状薄膜樹脂を供給する装置）のロー
ラ装置が通常入口側に接続され、溶融樹脂箔は、通常冷却ローラに供給され、水槽を通し
て案内され、その後、縦延伸装置の第１の予備加熱ローラに流延樹脂箔が供給される。
【００１６】
　図１１に示す縦延伸装置では、長手延伸装置又は樹脂箔成形装置の構成機器の上部と下
部に、多数の媒介変数、機械変量及び温度値等を通常読出し、管理しかつ／又は調節する
ことができる。即ち、各製造工程及び製造段階での機械変量の変化を通じて、経験値に基
づき極力正確な所望特性値の最終製品、特に樹脂箔形態の長尺材料を形成できる。
【００１７】
　例えば、図１１は、縦延伸ローラの各目標温度と実際温度、トルク、延伸間隙等の媒介
変数値（影響量）を送信する縦延伸装置用の工程可視化装置MVの例を示す。
【００１８】
　図１１の例では、機械変量m値は、縦延伸比、各ローラの前後温度、樹脂箔の収縮量等
の製造変量に勿論影響を与える。製造変量は、先行する工程毎に調節されかつ後続の工程
では、各工程毎に設定される。
【００１９】
　同様に各工程毎に製品特性も設定される。
【００２０】
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　製法技術者／装置操作者の知識と経験により、所望の製品特性を得ることができる。
【００２１】
　処理変量nは、機械変量mより極めて小さい状態：n<<mが重要と考えられる。
【００２２】
　しかしながら、従来の処理変量の設定は、最適な処理変量を決して表すものではなく、
少なくとも１つの製品特性、例えば、曇り値、即ち樹脂箔の曇り値又はエネルギ消費量等
の最適な製造変量を推定するものに過ぎない。従って、顧客が要求する製品特性を更に改
良できかつエネルギ消費量を最小限に抑制できる可能性がある。
【００２３】
　補足すると、樹脂箔成形装置の他に、特に流延箔成形装置での流延樹脂箔の形成も重要
である。通常、流延樹脂箔成形装置では、幅広ノズルを通じて冷却ローラ上に樹脂溶融物
を供給し、形成する比較的厚い又は厚い樹脂箔は、その後他の延伸工程を受けない。その
後、例えば、後の深絞工程で、得られる比較的厚い樹脂箔を更に加工することができる。
【００２４】
　既知の吹込成形樹脂箔製造装置と二重バブル樹脂箔／三重バブル樹脂箔製造法等にも必
要な制御方法を原理的に使用することができる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２５】
　本発明の課題は、従来技術から出発して、樹脂箔を形成しかつ／又は処理する改良され
た制御装置及びこの種の樹脂箔製造装置を制御する改良された樹脂箔成形制御法を提供す
ることにあり、工程可視化装置を使用する改良された樹脂箔成形制御法では、従来の制御
装置に比較して容易に全操作を行うことができる。
【課題を解決するための手段】
【００２６】
　制御装置の課題への解決手段を請求項１に記載し、樹脂箔成形制御法の課題への解決手
段を請求項１１に記載する。
【００２７】
　本発明の好適な実施の形態は、請求項１と請求項１１の各下位請求項に記載される。
【００２８】
　特に、従来技術とは完全に異なる構成の制御装置と樹脂箔成形制御法を提供する本発明
の解決手段により、適切な樹脂箔、特に種々の材料で構成される樹脂箔を極めて容易に形
成する樹脂箔成形装置（平面状樹脂箔の全形成法及び流延樹脂箔、吹込成形樹脂箔及び／
又は所謂二重バブル樹脂箔又は三重バブル樹脂箔の製法等の製造方法）を構成できる特徴
がある。
【００２９】
　従来の機械制御法と比較して、本発明の樹脂箔成形制御法は、顕著に簡略化される。本
発明では、複雑な制御構成全体と樹脂箔成形制御法を簡略化できる。本発明では、従来考
慮すべき機械変量数より倍数１０だけ小さくて、例えば、制御又は調節すべき処理変量数
が１０桁から１００桁の間になり、従来の制御方法で考慮すべき機械変量（通常、１００
０桁より極めて多い機械変量がある）を極めて少ない処理変量数に減少できる。
【００３０】
　工程変数量を減少する本発明では、装置操作者と製法技術者は、技術手段を用いて取扱
う一定の高品質製品と高効率の製造方法の技量と知識を模擬しかつ予測することもできる
。
【００３１】
　本発明の制御装置又は制御器具は、全制御構成体が２つの要素に大別されて互いに関連
付けられると同時に、互いに個別のユニットとして分離され又は分離可能な複数の個別の
機能要素（モジュール、ユニット）を構成できる特徴がある。
【００３２】
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　制御装置は、検出装置（センサ要素、センサモジュール）SMとも称する複数の検出装置
である。
【００３３】
　検出装置に協働する他の複数の要素は、規格処理値及び／又は目標処理値とも称する複
数の処理要素（プロセスモジュール）PMに関するものである。
【００３４】
　制御装置の稼動中に検出する多数の機械変量を検出装置に付与する検出器（標準センサ
）を有する実際の直列接続測定技術を検出装置に用いことが好ましい。
【００３５】
　機械変量は、特に樹脂箔形態の長尺材料の製造工程全体で作動する機械各部の温度デー
タ、速度データ、力学データ等の全変数データを含む。温度データは、例えば、原材料、
ノズル（特に、幅広スリットノズル）からの粘流動性原材料の溶融樹脂箔又は流延樹脂箔
の押出温度、冷却ローラのローラ温度（表面温度）、水槽温度、使用する複数のローラの
表面温度、加熱装置及び／又は冷却装置の温度を含む。速度データは、例えば、樹脂の縦
延伸を行う種々のローラの駆動速度、樹脂箔を把持しかつ搬送する周回式把持装置の駆動
速度、加熱装置及び／又は冷却装置の送風速度を含む。力学データは、牽引ローラ、例え
ば、巻取ローラ形式の巻取装置等の応力、引張力等のデータも必要とし、機械変量と呼ぶ
。
【００３６】
　製造工程を構成する各製造領域内の長尺樹脂箔用の所定の製造変量に所定の各機械変量
を対応させて、各データに関する多数の検出個別データを含む機械変量を制御装置の検出
器内で処理することができる。
【００３７】
　例えば、長尺樹脂箔形成用の初期材料、長尺樹脂箔の種々の加工工程間の温度、縦延伸
比、横延伸比、所定の長尺応力を発生しかつ所定の長手方向引張力を長尺材料に作用しつ
つ、縦方向又は横方向に延伸される樹脂箔の後処理形成等の製造変量は、制御装置への所
定の各機械変量に関連付けられ（結合され、接続され、リンケージされ）る製造変量に関
係する。例えば、製造変量は、機械変量のある変数に依存して決まる量又はその対応量を
表す関数である。
【００３８】
　検出装置又は検出器に規格処理値又は目標処理値を設定し、樹脂箔成形装置の製造変量
に基づき、規格処理値又は目標処理値で各形成領域内の所望の処理変量を調節して、例え
ば、初期材料、温度、縦延伸比及び／又は横延伸比、長尺横応力、縦方向引張力等の処理
変量と、目標処理値形式の規格処理値とを所定の伝達関数により関連付けることができる
。
【００３９】
　換言すると、機械変量は、最終的に製造変量の関数であり、逆に製造変量は、機械変量
の関数である。
【００４０】
　また、樹脂箔に関する処理変量は、製造変量の関数であり、逆に、製造変量は、機能的
に処理変量に関連する。
【００４１】
　本発明では、例えば、縦方向及び／又は横方向に延伸される樹脂箔の製造段階で、例え
ば、所定の形成工程での樹脂箔の厚さ、発生する収縮量、弾性係数（Eモジュール）、樹
脂箔の透明性又は濁（曇）り等の各製造工程に関する製造変量を適切に調節して、最終的
に形成する樹脂箔の所定の製品特性を決定することができる。
【００４２】
　また、延伸した樹脂箔形態の最終製品の製品特性を得るのに必要な製造変量を定めるこ
とができ、最終製品に先行する個別工程で、流延樹脂箔の形成、樹脂箔の冷却又は加熱の
時点で実施される縦延伸と事後の横延伸及び後処理等で、所定の製品特性に調節すること
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ができる。
【００４３】
　前記の通り、本発明の構成要素又は特徴は、検出器と、検出器上に設定される目標処理
値との２つの要素又は少なくとも２つの要素を利用する新規な技術的着想である。また、
「製品可視化装置」と、例えば「支援装置」を同時に設けることができる。このように、
本発明では、従来技術とは完全に異なる構成特徴と、データを検出して処理する従来の制
御法及び従来の装置とは全く別の新規な制御装置と樹脂箔成形制御法とが得られる。
【図面の簡単な説明】
【００４４】
　本発明の実施の形態を図面について詳細に以下説明する。
【００４５】
【図１】樹脂箔成形装置の基本構造を示す分解斜視図
【図２】検出装置／実装検出器と、検出装置／実装検出器に接続され組込まれる目標処理
値を含む規格処理値を使用する本発明の解決手段の第１の基本構成図
【図３】本発明の原理を示す具体的構成図
【図４】縦延伸装置の可視化工程を示すグラフ
【図５】製造条件最適化工程での水槽温度と冷却ローラ表面温度との関連特性を示すグラ
フ
【図６】製造条件最適化工程の温度範囲を示すグラフ
【図７】製造条件最適化手順例のフローチャート
【図８】最良の品質値を正確に選択する手順例のフローチャート
【図９】複数の最良品質値を選択する手順例のフローチャート
【図１０】従来の基本的機械制御法の基本構成図
【図１１】従来の機械制御法を示す可視化工程図
【発明を実施するための形態】
【００４６】
　一軸延伸、単軸延伸、同時二軸延伸又は順次二軸延伸等の延伸法を実施する図１の平面
状樹脂箔形成装置と形成法により、流延樹脂箔が形成される。
【００４７】
　例えば、貯留槽1内に保持される樹脂原料は、貯留槽1から押出され、押出機3に供給さ
れる。重合体（ポリマー）の樹脂原料は、直接幅広スリットノズルから所謂直接流延装置
に供給される。種々の添加物と機能材料とを重合体溶融樹脂流又は細粒樹脂に原則的に添
加することができる。押出機3内で均一に混錬される重合体溶融樹脂は、幅広スリットノ
ズルから冷却ローラを備える樹脂箔引出機（冷却ドラム）9上に押出される。
【００４８】
　延伸ローラ11の前段で樹脂箔引出機9に押出されるほぼ無定形の樹脂箔（例えば、ポリ
エチレンテレフタレート）又は結晶性の樹脂箔（例えば、ポリプロピレン）は、温度調節
される二軸延伸工程の延伸ローラ11により順次案内されて、ガラス遷移温度を摂氏数度上
回る延伸温度に新たに加熱される。
【００４９】
　一軸延伸工程と単軸延伸工程では、樹脂箔は、１方向にのみ延伸される。端縁が自由な
一軸延伸では、重合体単繊維延伸と比較して、樹脂箔端縁の自由なくびれが許容されるが
、単軸延伸では、樹脂箔端縁が側方で固定されてくびれが阻止される点が、両延伸工程間
の差になる。
【００５０】
　異なる周速度の延伸ローラ11を使用して延伸するとき、処理すべき長尺樹脂箔の表面と
延伸ローラ11の表面との間の摩擦力により、ほぼ単軸延伸が行われ、この場合の樹脂箔の
側方くびれは僅かである。縦延伸と横延伸との間又は同時延伸の前に、例えば、被覆処理
等の選択的表面処理15を施すことができる。巻取の前又は後でも、表面処理を最終樹脂箔
に行うことができる。
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【００５１】
　二軸方向に樹脂箔を延伸する順次二軸延伸と同時二軸延伸工程17では、順次又は同時に
二軸延伸を行うことができる。異なる周速度で回転する２延伸ローラ間で縦方向延伸が行
われる。高速回転式の新樹脂箔成形装置では、樹脂箔の縦延伸は、２段階で実施される。
順次延伸工程では、延伸炉内の縦延伸に続き、長手方向に垂直な横延伸が行われる。
【００５２】
　同時二軸延伸法では、押出されて冷却される樹脂箔は、未延伸状態で同時二軸延伸工程
17の延伸炉内に案内された後に延伸される。例えば、延伸の前後で表面処理等の付加処理
を樹脂箔に施すことができる。引出装置19の後段で、樹脂箔は、最終的にローラ上に巻取
られる。
【００５３】
　本発明の樹脂箔成形制御法では、流延樹脂箔成形装置を同様に使用できる。流延樹脂箔
成形装置でも、後述の関連する制御装置により、本発明の樹脂箔成形制御法を実施できる
。
【００５４】
　前記の通り、既知の延伸装置の使用を含む平面状樹脂箔の形成のみならず、吹込成形樹
脂箔、二重バブル樹脂箔又は三重バブル樹脂箔又はそれらと比較でき又は同様の方法で樹
脂箔を形成する際も、本発明の樹脂箔成形制御法を通常使用することができる。
【００５５】
　この種の樹脂箔成形装置の適切な装置構成機器は、当業者には周知である。その限りで
は、公知の方法を参照できる。
【００５６】
　本発明の制御装置
　本発明の制御装置の基本構造及び長尺樹脂箔を形成する本発明の樹脂箔成形制御法を図
２と図３について以下説明する。
【００５７】
　本発明に係る解決法を詳記する前に、下記定義を説明する。
【００５８】
　製法技術者／装置操作者又は専任者
　装置操作者は、製品を形成する目的で、装置に必要なデータを入力して出力値を解釈す
る自然人である。
【００５９】
　工程可視化
　工程可視化は、装置操作者が主に処理変量を目視して変更する操作である。
【００６０】
　工程可視化装置
　工程可視化装置は、操作者が主に機械変量を目視して変更できる操作指示装置（インタ
ーフェイス）である。
【００６１】
　支援装置
　支援装置は、所定の課題を解消する際に操作者を案内するデータ表示装置である。支援
装置に格納される動作手順データは、より簡単、より確実かつより効果的に操作者の操作
を支援する。
【００６２】
　処理変量
　処理変量は、全製造工程を通じて加工すべき材料の物理的特性を表す。典型的な処理変
量は、樹脂箔温度、樹脂箔引張力、樹脂箔厚さ等である。処理変量は、製造変量と製品特
性とを含む。
【００６３】
　製品特性
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　製品特性は、最終製品を記録する処理変量、例えば、樹脂箔厚さである。
【００６４】
　製造変量
　製造変量は、全製造段階での製造工程を記録する処理変量、例えば、樹脂箔温度と箔引
張力である。
【００６５】
　目標処理値／規格処理値
　目標処理値（モデル処理値）は、製造変量と製品特性との間を質的及び量的に関連（結
合）付ける。目標処理値は、製造変量から製品特性を推定し、逆に製品特性から製造変量
を推定して、双方向に作用する。規格処理値（処理値モジュール）内に目標処理値を組み
込むことができる。
【００６６】
　検出器／検出装置
　検出器は、機械変量と処理変量との間を質的及び量的に関連（結合）付ける。検出器は
、機械変量から処理変量を推定し、逆に処理変量から機械変量を推定して、双方向に作用
する。検出装置内に検出器を実装することができる。
【００６７】
　機械変量
　機械変量は、例えば、冷却水温度、ファン回転数等の機械特性を表す。
【００６８】
　図１０に示す公知の基本的機械制御法の説明から、調節装置を介して所望の製品特性を
有する樹脂箔を最終的に正確に形成しなければならないことは明らかである。
【００６９】
　換言すると、機械変量と製品特性との関連（結合）付けにより、極力正確に所望の媒介
変数を有する所望の樹脂箔を常に最終的に形成しなければならない。
【００７０】
　図１０に示す従来の基本的機械制御法による制御装置の構造とは異なり、図２と図３は
、２つの要素又は少なくとも２つの要素を特徴とする本発明の制御装置の構成を示す。制
御装置は、検出装置又は検出器に関連する第１の要素と、規格処理値又は目標処理値に関
連する第２の要素とを備える。また、図２の制御装置に工程可視化装置又は支援装置を設
け又は実装して、容易に全操作を行うことができる。必要に応じて、操作者が全装置を操
作する工程可視化装置及び／又は支援装置を付加装置又は第３の要素と見ることができる
。
【００７１】
　制御装置全体を構成する図２の２要素は、検出装置を構成する検出器を有する。
【００７２】
　形成方法又は制御装置の第２の構成要素又は第２の要素は、別体の規格処理値内に組み
込まれる所謂目標処理値に関連する。
【００７３】
　二要素構成
　操作者から見て、図２の制御装置は、所定の機械変量を巧みに調節して、所定の製品特
性を有する所望の製品を効率的に形成できる。
【００７４】
　本発明の解決手段の核心的視点は、所定の機械変量から製品特性を予測する目的でも、
所与の製品特性を達成する機械変量を検出する目的でも、機械変量と製品特性とを互いに
関係付ける有意義な方法を確立することにある。
【００７５】
　機械変量と製品特性との直接関連付けは、不可能ではないが、特に著しく多い調節可能
な機械変量の変動量を直接関連付ける可能性が著しく制限される難点があった。
【００７６】
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　制御装置の動作を別にして、基礎工程を考慮すると、処理法から見える制御装置の多数
の調節法にも同一の作用があることを確認できる。また、具体的な装置の駆動と調節状態
よりも、極めて少ない数値で樹脂箔の製造工程を特徴付けることができる。
【００７７】
　この着想を更に敷衍すると、工程（処理）自体が製品特性に重要なことは明らかである
。所定の製造工程時点での樹脂箔形成法（製品変量）が重要であり、樹脂箔特性を具体的
な装置のみでは達成できない。
　－製品特性と製造変量との間の関係では、機械変量と製品特性との相互間の関連性を構
造化すべきである。
　－また、機械変量と製造変量とを関連付けるべきである。
【００７８】
　機械変量と製造変量とを実際に分離することは、極めて不合理である。前記の通り、機
械変量と製品特性とを互いに部分的に関連付けることは、困難であるが、全く不可能では
ない。従って、特に処理変量の部分量である製造変量に焦点を当てて、機械変量と処理変
量との関連性を第２の関係として表現することがより有効である。
【００７９】
　本発明の解決手段は、
　－製品特性と製造変量との関連性としての目標処理値
　－製造変量に焦点を当てた機械変量と処理変量との関連性としての検出器
形式のこの種の論理的構造化を内容とする。
【００８０】
　従って、制御装置の２要素が必要となる。
【００８１】
　目標処理値
　要素「目標処理値」は、製造変量を対応する特定の製品特性に関連付ける：所定の製造
変量により所定の製品特性が得られる。製造変量から導出される製品特性は、機械変量の
関数であるが、機械変量自体は重要ではなく、機械変量の関数である製品特性を達成する
目標処理値の機能を満たすために、機械変量自体を知る必要がない。全処理変量は、具体
的な機械特性（機械変量）自体に依存せず、処理変量は、装置で実行する工程のみを表す
。
【００８２】
　検出器
　要素「検出器」は、製品特性も製造変量も、機械変量に処理変量を関係付ける：特定の
所定の機械変量により、対応する所定の処理変量が得られる。製造変量は、製品特性から
導き出される機械変量の関数であり、処理変量は、製造変量の関数であり、製造変量は、
検出器からの特定の機械変量を対応する所定の処理変量に関連付けることが要点である。
【００８３】
　２要素は、双方向に作用する：所定の製品特性は、特定の製造変量から導出され、逆に
特定の製造変量は、対応する製品特性から導出される。所定の処理変量、即ち所定の製品
特性も所定の製造変量も、特定の機械変量から導出され、逆に特定の機械変量は、対応す
る所定の処理変量、即ち対応する所定の製品特性も特定の製造変量から導出される。
【００８４】
　２要素構造により、機械変量から製品特性を著しく容易に導出でき又は製品特性を機械
変量から部分的に導出することもできる。
【００８５】
　例えば、機械学習手順、モデル計算、製造条件最適化方法、データバンク、対応付け（
例えば、ルックアップテーブル形式等）、単純なオペレーション又は製造条件最適化法と
可能性のある方法等の任意の方法を使用して２要素を検出装置（検出器）に組込み又は実
装することができる。
【００８６】
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　本発明の解決手段の利点
　注目すべき本発明の解決手段の利点は、驚くべきものである。
【００８７】
　即ち、機械特性（機械変量）に依存する検出器と、製品特性に依存する目標処理値を使
用する制御装置との２要素により、多数の調節工程を著しく簡略化でき、他の機械変量を
使用する他の装置に、所定の樹脂箔形成法を簡単に移転でき、より迅速かつより効率的に
新製品を展開でき、製品交換もより迅速に準備することができる。
【００８８】
　本発明の実施の形態での本発明の解決手段の技術的特徴と得られる作用効果を以下詳細
に説明する：
【００８９】
　可視化工程
　前記の通り、本発明では、図１０と図１１に示す従来公知の工程可視化装置を本発明に
係る可視化工程に交換できる。図４は、可視化工程の抜粋例を示す。
【００９０】
　図４は、操作者Pが樹脂箔温度を間接的に調節して、送風機の速度変化と送風機領域温
度（各延伸領域内での）の変化を調節する代表的な樹脂箔成形制御法を示す。
【００９１】
　例えば、図４の中央に示す棒グラフ中、左側の第１の棒グラフは、可視化した縦延伸６
段階（例えば、図１１に示す縦延伸装置に設けられる工程可視化装置を構成する液晶表示
器に表示される）での樹脂箔引張力を示し、第１の棒グラフの隣の第２の棒グラフは、縦
引張力（延伸力）を示す。
【００９２】
　縦延伸６段階の各上部に、各段階に関連する可視化ローラ温度を示す。
【００９３】
　縦延伸６段階での長尺樹脂箔に作用する樹脂箔引張力棒グラフを図４の中央に示し、特
に縦延伸装置の予熱段階での可視化温度変化グラフを図４の左側に示す。
【００９４】
　図４左側は、予備延伸段階での樹脂箔入口温度４５℃を示す。出口温度は、１２０℃で
ある。樹脂箔最高表面温度は、樹脂箔頂部で１０５℃、樹脂箔底部で１３０℃である。先
行する延伸装置に対する速度差を３.５%で示す。
【００９５】
　間接的に調節するとき、操作者は、ローラ温度を介して樹脂箔温度を調節できる。
【００９６】
　直接的に調節するとき、操作者は、組込論理変換により樹脂箔温度を直接変化させる。
【００９７】
　組込論理では、数m（従来の機械制御では、数mは、通常１０００桁を遥かに上回る媒介
変数値であった）を削減して、代わりに最終的に１０桁から１００桁（段落００２９（原
文第８頁、２２行）に下限を１０で示す）数の変量を調節すればよく、例えば、調節媒介
変数は、５０である。
【００９８】
　例えば、この種の組込論理構造により、制御装置を支援し実装することもできる。
【００９９】
　操作者が、製造すべき樹脂箔の所定の処理変量を変更するとき、ソフトウェア制御の支
援プログラムにより、変更すべき最良の媒介変数を工程可視化装置に表示（提示、提案）
して、所望の目的を達成できる。
【０１００】
　前記の通り、本発明の制御装置は、機械特性（機械変量）に依存する検出器と、検出器
に設定される製品特性に依存する目標処理値との２要素を備え、工程制御自体には検出装
置の出力データに配慮する必要がないので、２要素構成が可能となる。即ち、「基礎構成
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」として２要素の検出装置内に機械特性（機械変量）に依存するデータを実質的に格納し
て、処理変量と機械変量の双方向の対応付けにより自動的に適切に工程を調節できる。
【０１０１】
　また、検出器の機械変量と製造変量との関係を伝達関数又は数式で表しかつ／又は所定
の機械変量を所定の処理変量に関係付ける最も簡単なデータ配列（ルックアップテーブル
形式）で設定できよう。
【０１０２】
　操作者が目視不能なプログラム（検出器に搭載するプログラムと製造装置）により処理
変量と製品特性に機械変量を最終的に変換する複雑な全論理演算を実施できる。
【０１０３】
　本発明の好適な実施の形態では、下記のように、機械変量と処理変量とを関連付けるデ
ータを各製造区域で個別に格納できる。各製造段階又は各製造区域（冷却ローラ上に流延
樹脂箔を放出し、予備熱処理し、縦延伸し、横延伸し、後処理等を行う段階又は区域）で
、格納データにより種々の温度推移、種々の厚さ推移及び種々の曇り度（濁度、濁り）を
付与し、各区域で異なる特殊な製造法及び／又は処理法により、異なる縦方向引張力及び
／又は横方向引張力を樹脂箔に付与し、形成し又は加工することができる。
【０１０４】
　異なる樹脂箔成形装置間での調節値の伝達及び／又は比較可能性
【０１０５】
　例えば、所定の初期材料と所定の種々の樹脂箔層等を使用する小型の実験室設備により
所定の樹脂箔試験を行い、その後大型の製造装置でその樹脂箔を形成するとき、従来では
、工程可視化装置により大型の製造装置で全調節値と、関連する全機械変量を新たに調節
して、複雑な反復調節工程を通じて、正確な製品特性の樹脂箔を最終的に形成しなければ
ならなかった。
【０１０６】
　本発明では、２要素を備える制御装置又は２要素制御法及び／又は２要素形成法を実施
する小型の装置から大型の装置への製造工程移行時に、機械調節を介さずに（機械調節を
操作者が考慮する必要のない）、所謂目標処理値のみを介して完全に異なる機械変量を調
整することができる。
【０１０７】
　これは、種々の製造段階又は製造区域、各形成工程を介して、目標処理値の樹脂箔特性
を調節し、所望の製品特性を有する樹脂箔を最終的に形成できることを意味する。
【０１０８】
　従って、各形成段階で適切な製造変量を対応付け（該当する製造変量に関連し）て、検
出器を介して関連する機械変量に応じて制御装置により自動的に目標処理値が調節される
。
【０１０９】
　極めて重要な小さい偏差が装置毎に生じることが少なくともあるため、従来では、同種
の装置間での製造条件（調節値）の転移又は移動は、極めて困難であった。即ち、或る装
置からそれ自体同種の他の装置に最適調節値と思われる機械値を転移すると、偏差が増大
する難点があった。
【０１１０】
　本発明の制御装置は、検出器から導出され、機械変量から導き出されかつ／又は機械変
量から共用化（共通化）される例えば、樹脂箔温度又は樹脂箔引張力等の製造変量を提供
する。機械に基づく又は機械特性（機械変量）に依存するが、機械変量から共用化される
工程上重要な変量（製造変量）を任意の他の装置に直接転移して、その後、当該他の装置
により同一の工程を実施して、同一の製品特性で同一品質の樹脂箔を形成できる。その後
、使用する目標処理値により最終的に形成する樹脂箔の製品特性と、関連する処理変量を
当該他の装置上で調節して、双方向に可逆的に機能する目標処理値と、下位段階として目
標処理値に依存する検出器とを介して最終的に正確な機械調節を行うことができる。
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【０１１１】
　本発明の制御装置を搭載する同一原料型の複数の装置では、異なる装置間での調節値の
転移又は異動を著しく簡略化することができる。
【０１１２】
　迅速かつ効率的な製品展開
　例えば、既に設置される樹脂箔成形装置上で、所定の製品特性を有する樹脂箔を形成す
るとき、従来では、多数の電子構成機器の調節を基本的に必要とした。
【０１１３】
　本発明の制御装置では、完成した最終的な樹脂箔製品特性を直接調節すれば、所定の製
品特性を得ることができる。例えば、第１の要素としての機械依存の検出器と、第２の要
素としての製品依存の目標処理値とを備える２要素調節値プログラム（標準調節値）を樹
脂箔成形装置に実装し、装置自体の電子構成機器の調節値をプログラムにより自動的に支
援し、装備され設定される伝達関数又は相関条件により、例えば、樹脂箔温度、樹脂箔引
張力、縦延伸力と横延伸力等の製品変量は、樹脂箔厚さ、樹脂箔収縮量、弾性係数、樹脂
箔の曇り（濁り）等の形成すべき樹脂箔の規格処理値、即ち目標処理値に関連付けられる
。各樹脂箔形成段階の処理変量は、更に最終的かつ完成した最終的に有効な樹脂箔製品特
性に関連付けられる。
【０１１４】
　また、本発明の制御装置の２要素により、操作者は、極めて迅速かつ簡単に製品特性を
調節し又は変更して、例えば、「仮の事態（what if）」を仮定して、所定の重要な中間
結果を工程上で検査することもできる。種々の処理変量と工程上の検査により、急激に変
化する最終特性を予測できる。
【０１１５】
　製品変量と製造変量との質的かつ量的な関連性を認識して、新規な製品変量から出発し
て、制御装置を迅速に調節することができる。目標処理値を適用して初めて、７.５トン/
時を上回る近時の生産能力で新規展開の樹脂箔を効率的に生産することができる。
【０１１６】
　例えば、機械学習手順等の適切な方法を通じて、所定の製品特性から出発して目標処理
値により必要な製品変量を定めることができる。
【０１１７】
　機械学習手順と共に、全処理変量に関連する全樹脂箔製造工程を説明する。
【０１１８】
　具体的な製造装置に適合する適切な検出器に対する必要な機械変量を決定して、所与の
処理変量を達成できる。最も簡単な例では、機械変量と処理変量とを単純に対応付けるこ
とができる；例えば、機械操作上調節可能な縦延伸装置内の２つの駆動装置間の相対的な
速度差は、縦延伸比MDに相当する。
【０１１９】
　尤も、製造条件最適化法と組み合わせて広範な計算を行って適切な機械変量を決定する
必要が通常ある。プログラマブルメモリを備える既存の制御装置、例えば、単一又は複数
の制御装置に搭載した機械変量を自動的に転移して、適切な方法で効率的に機械変量を設
定できる。非自動調節装置では、利用者は、適切な方法で機械変量を手動で調節できる。
【０１２０】
　制御装置の全構成機器は、最終的に制御装置が求める機械変量に調節される。
【０１２１】
　２要素は、双方向に有効であるから、検出器を用いて少なくとも１つの製造変量、場合
により個別の製品特性も、機械変量から決定することができる。その後、目標処理値を介
して欠如する全製品特性を決定することができる。
【０１２２】
　即ち、機械変量の変更に基づき、製品特性を予測することができる。また、機械調節値
のみならず、例えば、周囲温度の測定値も同様に予測することができる。
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【０１２３】
　迅速な製造製品交代
　製品交代は、１０時間から約２日毎に製造装置上で製品を入れ替える反復工程である。
生産能力向上のため、企画の成果と失敗により効率的に製品を交代する必要性が常にあり
得る。製品交代の必要性により、支援装置を介して交換すべき製品を案内する一方、他方
で、検出器と目標処理値を介して、装置は所望値に調節される。所定値への調節は、機械
学習を行わずに既に実現できる。適切な装置により支援される「高知能型装置」は、最適
な駆動法により所定の製品特性を付与できる。その場合に、最適な駆動法を決定すること
もできる。
【０１２４】
　良好な工程把握
　支援装置により製造変量を決定すると、本発明では、操作者による基礎工程は、純粋に
機械調節を判断すべき従来の工程より遥かに明瞭になる。
【０１２５】
　迅速な異常品質原因分析
　機械変量mを処理変量nに変換（機械依存の機械変量を有する検出器を使用する本発明の
２要素によってのみ変換できる）すると、製品特性に異常が生じた原因をより迅速かつよ
り所望に分析することができる。
【０１２６】
　製造条件最適化
　所定の製品特性を得るには多くの可能性がある。本発明の制御装置又は樹脂箔成形制御
法では、適切な支援装置により、最適な駆動法により所定の製品特性を得ることができる
。また、所定の駆動法の意味を規定することもできる。
【０１２７】
　検出装置及び／又は検出器
　具体的な検出装置を実装する本発明の実施の形態の例を以下説明する。
【０１２８】
　例えば、調節すべき樹脂箔温度の「温度算出」について、機械変量と製造変量との関連
性を以下明確に説明する。
【０１２９】
　ポリプロピレン材で作業する樹脂箔製造装置の重要な工程中間状態での長尺樹脂箔温度
を計算できる。順次延伸樹脂箔製造装置と同時延伸樹脂箔製造装置にもこれを適用できる
。
【０１３０】
　溶融物ノズルの出口開口部から始めて、特に正確に各装置区域内で長尺樹脂箔の視点か
ら一定の基本的な媒介変数を制御する方法で、製造装置は、複数の論理的区域に分割され
、工程中間状態が決定される。これは、特に
　・樹脂箔と機械環境又は周囲環境との間の熱伝達係数
　・機械温度又は周囲環境温度
の計算を行う。
【０１３１】
　各装置区域での装置内速度に伴う長尺樹脂箔の滞留時間と厚さが計算される。また、材
料の熱特性、材料通過量及び溶融樹脂温度が入力量となる。
【０１３２】
　第１の区域での開始温度の入口温度を含む第１の区域から各区域に沿う溶融物の温度変
化は、適切な手順で計算される。この計算には、下記全媒介変数値が算入される：
　・樹脂箔と装置環境又は周囲環境との間の熱伝達係数（物理的変量）
　・装置温度又は周囲温度（制御値又は測定値）
　・滞留時間（滞留速度から）
　・長尺樹脂箔の厚さ（特に速度から）
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　・材料熱特性（密度、熱容量、熱伝導性）
　・材料通過量（材料移送量から）
　・各区域の入口温度（先行区域／溶融物温度から）
【０１３３】
　各装置区域の端部での樹脂箔温度は、次の隣接区域への入口温度として伝達される。区
域毎の算出作業により、特に工程技術上重要な位置での計算が可能である。
【０１３４】
　バインダー・シュミット法、有限要素法（FEMモデル）又はフーリエ変換又は他の適切
な方法で、熱伝達量が計算される。
【０１３５】
　樹脂箔と機械環境／周囲環境との間の熱流量を計算する計算データでは、材料通過量を
無視して熱伝達量を原理上算出して、工程エネルギ需要量を説明できる。
【０１３６】
　例えば、調節すべき機械変量と、実際に発生する樹脂箔温度との温度相関関係を設定で
きる。両者の相関条件は、双方向に有効である。換言すると、相関条件により、所定の機
械変量を適切に調節すると、所定の温度に樹脂箔を調節できる、逆に、機械変量により温
度値が変化するとき、相関条件又は伝達関数により、樹脂箔温度の変更値が得られる。
【０１３７】
　尤も、長尺樹脂箔の多段形成工程全体ではなく、区域毎（例えば、正確には流延樹脂箔
を製造する単一段階の形成工程）に相関関係又は伝達関数が調整される。前記の通り、樹
脂箔成形装置全体は、樹脂箔引出方向に多数の装置区域又は装置領域に分割され、測定可
能又は計算可能な条件、例えば、樹脂箔と機械環境又は周囲環境との間の等しい熱伝達係
数及び同一の装置温度又は周囲温度が各区域を支配する特徴がある。
【０１３８】
　従って、一体取扱可能な単位区域装置、特に、装置区域として、多数の各加熱段階、通
風機等を備える区域を取り扱うことができる。
【０１３９】
　その場合、形成すべき樹脂箔が順次通過する連続区域で、具体的な各樹脂箔に対し製造
条件を最適化する適切な機械変量と相関関係にある樹脂箔温度値を計算することができる
。
【０１４０】
　その計算法により、機械変量から導出されかつ共用化される明確な工程値の算出法と、
機械調節法全体とを顕著に簡略化できる。
【０１４１】
　横延伸装置又は同時延伸装置の延伸炉内の通常の樹脂箔成形装置では、約２０個～約３
０個の通風機が設けられ、樹脂箔厚さと装置速度に依存する約６箇所～約８箇所の空気温
度の調節により、樹脂箔の予熱量が機械的に調節される。
【０１４２】
　樹脂箔の最終温度のみ、場合により駆動開始温度と滞留時間中の単純な温度推移から、
同一の樹脂箔の予熱量を簡単に修正できる。
【０１４３】
　従って、目標処理値と、必要に応じて使用する機械学習手順を顕著に簡略化し又は調節
値又は媒介変数を削減して、装置から独立する課題を顕著に容易に取扱うことができる。
【０１４４】
　僅かな数の調節値を用いて、方法工程全体を制御することができる。
【０１４５】
　このように、機械変量（例えば、装置の温度調節値）から実質的に一方向にかつ最終的
に装置固有の相関関係特性又は伝達関数を付与し、その相関関係特性又は伝達関数により
温度工程値を設定し、特に長尺樹脂箔の引出方向に互いに連続して好適に温度工程値を付
与し、設定し又は複数の装置分割区域又は装置領域に形成する方法を説明した。
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【０１４６】
　機械変量と処理変量との間の相関関係特性又は誘導値は、単方向ではなく双方向に可逆
的に関連付けて設定されるので、同様に、樹脂箔が連続して通過する各装置区域又は各装
置領域では、予め設定する処理変量で機械変量を個別にかつ適切に対応付けることが好ま
しい。流延樹脂箔の形成法の複数の実施の形態の例を以下簡単に説明する。
【０１４７】
　流延樹脂箔の形成時に、溶融樹脂は、（ノズルリップを介して）幅広スリットノズルか
ら所定の温度に維持される冷却ローラ上に供給される。水槽内に配置される冷却ローラ上
に樹脂箔を供給する延伸構造も使用される。幅広スリットノズルから放出される流延樹脂
箔は、選択的に水槽中に案内され、回転するローラ周りに角度１８０°を超える大きな巻
付角度で偏向された後に、上昇されて、次のローラに通常案内される。
【０１４８】
　水槽と冷却ローラの表面は、所定の温度に保持される。
【０１４９】
　図５のX軸は、冷却ローラ温度T-Cを表し、Y軸は、水槽温度T-Wを表す。図５中のＸ点は
、冷却ローラのローラ表面と水槽中の水との両最適温度T-Xを示す。図示の例では、ロー
ラ表面の最適温度は３５℃であり、最適な水温は４０℃であるが、冷却ローラ表面温度は
、下限２０℃と上限５０℃との中間値を好適に選択でき、水槽温度も下限２０℃と上限５
０℃との中間値を選択できる。
【０１５０】
　図６に示す方形又は矩形の温度領域内には複数の最適値があるため、流延樹脂箔の処理
法では、冷却ローラの表面温度と水槽温度は、必ずしも同一の温度値とは限らない。
【０１５１】
　冷却ローラのローラ表面温度と水温との最良の温度領域を求める方法が問題である。
【０１５２】
　例えば、流延樹脂箔温度等の所定の工程量に最適な機械変量を最終的に推定できる全て
の方法を適用温度領域内に設定できる。
【０１５３】
　実施可能な一製造条件最適化法は、情報処理機能（インテリジェント）試験の原理によ
り作動する製造条件最適化法による。
【０１５４】
　最適の媒介変数を定める任意の関数により製造条件最適化法を構成できる。樹脂箔温度
検出装置では、樹脂箔温度計算法により、最適な機械調節値を求めることができる。
【０１５５】
　普遍的な到達法による最終的に任意の関数により製造条件最適化法を構成できるので、
本来の一方向計算を捕足して双方向に適用できる。原則的に検出器のみならず、目標処理
値にもその計算を適用できる。
【０１５６】
　製造条件最適化法の原理を図６について説明する。最適な水槽温度と最適なローラ表面
温度との特性例は、究極的に２次元領域にあり、図５の温度特性の実施例と図６から明ら
かなように、図６に示す矩形、長方形（又は方形）区域内で右下に下降する分離線の内側
に該当する水槽の温度領域T-Wと冷却ローラの温度領域T-Cがより最適である。
【０１５７】
　製造条件最適化法
　図７に示す製造条件最適化法では、特に２０℃～５０℃の温度境界G内のローラ表面温
度T-Cと、同様に選択される温度値２０℃～５０℃の水槽温度T-Wとの２次元媒介変数領域
Rを説明する。図７の「スタート（ステップS1）」から製造条件最適化手順を開始する。
【０１５８】
　２次元（n＝２）媒介変数領域Rの選択値Ｇが充分な精度を達成するか否か、充分に狭い
限界値か否か（図示の実施例では、温度値２０℃～５０℃間を最適と推定する）が、決定
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される（ステップS2）。
【０１５９】
　ステップS3では、制御装置が選択値Ｇの精度が充分高い（ローラ表面温度と水温とが、
２つの温度値の上限と下限の領域内にある）と判断すると、２次元媒介変数領域Rの中心
点を最適な媒介変数設定E1として利用することが好ましい。
【０１６０】
　このように、選択値Ｇの結果E1が確定される。
【０１６１】
　例えば、ステップS3にて、制御装置が２点より多い複数の選択値Ｇを選択して、選択値
Ｇの精度が極めて低いと判断すると、通常、n次元媒介変数領域R内の点mを選択（ステッ
プS4）し、n次元媒介変数領域R内で、図６内の２次元領域内の２点が選択される。両点m
に対し製造条件最適化関数fを適用（ステップS5）して、品質値gが維持される。
【０１６２】
　次に、最良の品質値gを表す点Pが選択される（ステップS6）。
【０１６３】
　その後、例えば、下限値温度２０℃を３０℃に上昇し、上限値温度５０℃を４０℃に下
降する等、境界領域を領域G'に縮小して、再び縮小した領域G'中央の最適値を表す点Pが
定められる（ステップS7）。
【０１６４】
　続いて、新規に選択した中央値G'を初期点4Gに設定（ステップS8）し、図７に示すステ
ップS2への帰還ループを通過する。
【０１６５】
　図８は、最良の品質値を正確に選択する方法の手順を示す。
【０１６６】
　図８では、生産に使用する装置の稼働時間(L)と、装置の工程(E)との区別が、重要であ
り、装置の工程(E)は、例えば、検出装置の出力変動の媒介変数であり、具体的な機械に
適合し又は規格処理値の出力変動の媒介変数で具体的な工程に適合するものである。
【０１６７】
　生産に使用する装置の稼働時間(L)が満了すると、製造条件最適化法（アルゴリズム）
により、最適な複数の等価品質値に移行して、複数の最適な品質値から無作為に品質値が
選択される。
【０１６８】
　装置の工程(E)に適合するとき、製造条件最適化法（アルゴリズム）により、正確に単
一の品質値を得る他の品質判断基準を実施可能か否か判断し、実施不能時は、スタートに
戻り、実施可能時は、他の品質判断基準を導入して、スタートに戻る。
【０１６９】
　図９は、複数の最良品質値を選択する手順例を示す。
【０１７０】
　図９では、０を超え又は０に等しい数値の各品質値は、判断基準i：k1…kiにより特徴
付けられる。品質値の数値が減少する程、品質は、改善する。また、判断基準kxの指数x

が小さい程、判断基準の優先順位は、上昇する。
【０１７１】
　ｘ＝１で判断基準の最高優先順位k1の最良品質値g1から開始し、判断基準の低い優性順
位の品質値gmに徐々にm個の品質値を限定することを目的とする。優先順位により、正確
に１品質値gに限定することが理想的であるが、m個の全判断基準を考えて、一定の個数ｍ
の品質値g1～gmを常に最適と考えることもできる。
【０１７２】
　複数の品質値を付与できれば、装置の稼動時間を決定し又は装置の出力変動時点で他の
判断基準を設定することができる（前記の通り）。
【０１７３】
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　規格処理値及び／又は目標処理値
　検出装置又は検出器を前記に説明した。
【０１７４】
　規格処理値又は目標処理値を詳細に以下説明する。
【０１７５】
　目標処理値は、変動し又は製造中の製造変量と、製造時に形成する製品の特性との関連
性を与える。従って、目標処理値は、特に情報技術付与型装置により、目標処理値が指令
する機械加工を行うべき本質的な製造工程処理を指示する。
【０１７６】
　また、目標処理値は、具体的な装置を通じて供用化されて、本質的な変更を行わずに目
標処理値で支援する検出器を備える各装置に転移又は伝達できる。
【０１７７】
　製品特性の決定
　製品特性の視点から、目標処理値は、所定の工程から得られる製品特性を示す。換言す
ると、これは、製造対象物が「何」か、即ち、製造すべき対象物の説明である。
【０１７８】
　例：「ポリプロピレン樹脂箔二軸延伸」工程の目標処理値は、機械方向引張強度２００
MPaの製造樹脂箔を示す。引張強度値を「縦延伸引張強度」ともいえる。
【０１７９】
　製造変量の決定
　製造変量の視点から、目標処理値は、所定の工程に必要な製造変量と、必要なら製造変
量を変更する帯域幅とを示す。これは、製造法「どのように」を示す。
【０１８０】
　例：「ポリプロピレン樹脂箔二軸延伸」工程の目標処理値は、機械方向（「長手方向」
）延伸係数（ファクター）４.５だけ樹脂箔を延伸し、具体的工程では、３.５と５の間の
許容値を示す。また、温度１３０℃に樹脂箔を保持するとき、温度調節領域１２８℃～１
３２℃が許容される。
【０１８１】
　延伸係数（ファクター）を「縦延伸比」ともいえる。特に、樹脂箔温度を「機械方向延
伸前の樹脂箔温度」と称する。
【０１８２】
　接続（リンケージ）
　例えば、機械学習手順（アルゴリズム）等の適切な方法により、目標処理値は、処理変
量と製品特性とを関連付け（接続、リンケージ）ることができる。換言すると、目標処理
値の媒介変数は、「何をどのように」を関連付け（結合）し、即ち、対象物とその製造法
を関連付ける。
【０１８３】
　対象物とその製造法は、双方向に関連付けら（結合さ）れる。また、製造変量は、何に
どの程度影響するかの影響度も明示し又は暗示して規定する。
【０１８４】
　例：「ポリプロピレン樹脂箔二軸延伸」工程の目標処理値は、機械（長手）方向に延伸
係数４.５だけ樹脂箔を延伸し、温度１３０℃での引張強度２００MPaを示す。
【０１８５】
　即ち、目標処理値は、樹脂箔温度１３０℃で引張強度２００MPaの樹脂箔を長手方向延
伸係数４.５だけ延伸すべきことを示す。
【０１８６】
　具体的装置間での共用化
　所定の製造変量で所定の製品特性を達成する限り、装置の形成法と調節法は、目標処理
値に影響を与えない。
【０１８７】
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　例：樹脂箔温度１３０℃の加熱法は、目標処理値に影響を与えない。例えば、加熱ロー
ラを通じて樹脂箔を移送し、適切な赤外線放射器に樹脂箔を通過させ、次に展開すべき処
理法又は複数の組合せ処理法により、樹脂箔を加熱できるので、加熱法は、目標処理値に
影響を与えない。このように、必要に応じて使用するローラの温度、赤外線放射器又は他
の機械構成の調節法は、目標処理値の対象にならない。
【０１８８】
　検出器の選択
　機械調節は、機械による測定に基づく機械変量である。機械変量は、検出器を介して処
理変量（製品特性と製造変量）に関連付けられる。
【０１８９】
　目標処理値も検出器も、関連付けの設定に使用するが、目標処理値は、具体的な機械特
性に依存せず、検出器は、完全に機械固有であり、各機械に対し通常特別に形成しなけれ
ばならない。
【０１９０】
　例：機械で達成する樹脂箔温度１３０℃の具体的なデータは、検出器に由来する。
【０１９１】
　加熱ローラを備える機械の検出器は、樹脂箔温度を達成する最良のローラ温度を示す。
赤外線放射器を備える機械の検出器は、樹脂箔温度１３０℃を達成する放熱器の放熱強度
を示す。加熱ローラに加えて、赤外線放射器も設置することができる。
【０１９２】
　ローラ温度と放熱強度を示す基本的に異なる２種の検出器は、目標処理値を修正せずに
、２種の検出器に表示できる処理変量「樹脂箔温度」を表す目標処理値への統一的な接続
媒体（インターフェイス）となる。
【０１９３】
　変量例と適用設定
　所定の製品特性を達成する所定の工程は、所定の製造変量に基づいて付与される。製造
変量と製品特性との関連付け（結合）は、目標処理値によって保証される。
【０１９４】
　製造工程又は形成工程は、所定の製造装置又は形成装置により実施される。製造装置又
は形成装置の検出器を介して、各工程の処理変量と各装置の機械変量とが関連付けられる
。工程側では、処理変量、即ち製造変量と、製品特性とが関連付けられ、勿論、主として
製造変量に関連付けられ、製品特性は、測定技術上の検出値でのみ又は機械変量との単純
な関係でのみ関連付けられる。
【０１９５】
　前記の例に基づき、適切な制御装置では、検出装置／検出器（例えば、温度、縦延伸力
及び横延伸力等の製造変量を調節できる機械変量に関連付ける）に設定される規格処理値
／目標処理値（所定の樹脂箔の製品特性を関連する製造変量に関連付ける）を使用して、
説明する複数の例を実施できる。
【０１９６】
　引出方向と横延伸方向への樹脂箔速度上昇時の温度追跡例：
【０１９７】
　樹脂箔の引出速度が増加すると、搬送通路に設けられる加熱領域、冷却領域又は所定の
領域での樹脂箔の滞留時間が必然的に減少して、樹脂箔温度が変化する。速度上昇により
樹脂箔の温度低下（加熱領域での滞留時間の短縮時）を補償する温度調節適合化が通常必
要である。本発明では、「情報処理機能制御装置」により所望の温度適合化を自動的に実
施して、該当する温度を最適な温度値に自動的に調節することができる。
【０１９８】
　また、本発明の制御装置は、機械変量、エネルギ節減工程等の技術事項を提示し説明（
可視化工程制御装置上に技術事項の提案を表示）するので、操作者は、自由調整室を開き
、手動又は自動的に該当する提案事項を調節し又は半自動的に変換できる。
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【０１９９】
　横延伸装置内の良好な加熱エネルギ効率への適合：
　延伸装置内の延伸炉（TDO）内の予熱後かつ幅延伸前の製品特性「樹脂箔温度」に関す
る可能な制御領域を以下詳細に説明する。制御領域での樹脂箔温度は、検出器を介して予
熱領域内で調節する空気温度と通風機回転数とに関連付けられる。このとき、検出器は、
樹脂箔温度を達成する機械変量の論理計画で決定的かつ固定的に設定すると判断する。
【０２００】
　例えば、２つの下記アプローチにより、論理計画を実施できる。
　・空気温度の上昇、及び／又は
　・通風機回転数の上昇（大量の暖気を供給する）
【０２０１】
２つのアプローチの何れかを選択すべき問題が生ずる。即ち
　・空気中間温度で通風機の高回転数を選択すると、延伸炉内の高温空気と樹脂箔との間
の熱伝達性が増加する反面、熱出力消費量は低いが、電気消費量が増加する。かつ／又は
　・高温空気を優先して、通風機回転数を極力低下すると、電気出力消費量が低い反面、
熱出力消費量は、増加する。
【０２０２】
　このエネルギ問題に対し、本発明の制御装置では、最良のエネルギ効率を生ずる空気温
度の設定値と、通風機の回転数を求めることができる。
【０２０３】
　樹脂箔特性「樹脂箔の縦引張強度」の品質最適化
【０２０４】
　例えば、所定の工程により引張強度を向上するとき、操作者は、検出器と目標処理値の
適切な可視化形式の操作端末機で引張強度の所望の上昇率を調節できる。例えば、操作端
末機により、製品特性－樹脂箔の引張強度を２００MPaから２２０MPaに向上できる。
【０２０５】
　目標処理値は、新しい製造変量を求めて、所望の製品特性を達成できる。製造変量「延
伸時樹脂箔温度」及び／又は「縦延伸比」により、引張強度は、理論的に調節される。例
えば、適切な手順により、装置は、樹脂箔温度を１３０℃から１２９℃に降下し、延伸比
を４.５から４.７に上昇する。
【０２０６】
　それにより、製造変量「延伸時樹脂箔温度」と「縦延伸比」とが変更される。
【０２０７】
　装置の検出器は、機械変量：冷却ローラ温度、水槽温度、冷却ローラ速度及び縦延伸温
度（MDO）予熱ローラの１０段階温度を調節して、新規樹脂箔温度が設定される。溶融物
温度と流延樹脂箔厚さは、測定値として使用される。
【０２０８】
　例えば、製造条件最適化法により、制約として工程エネルギ需要量を最小限に抑制する
最適な調節量に設定できる。また、冷却工程直後に加熱工程が続くため、本実施の形態で
は、エネルギ需要量の最小化を特に良好に実施することができる。
【０２０９】
　検出器は、延伸比の上昇に伴う新駆動調節量を設定できる。所定の装置では、駆動装置
の速度係数に対し延伸比を１：１で対応付ける簡単な計算で駆動調節量を達成できる。
【０２１０】
　樹脂箔特性「曇り」の品質最適化
　例えば、予め定められた工程で光学的により透明な樹脂箔を製造するとき、本発明の制
御装置では、操作者は、例えば、製品特性「曇り（樹脂箔濁度）」の濁度値を３%から１.
５%に変更できる。
【０２１１】
　目標処理値は、新規製造変量を求めて、所望の曇り製品特性を達成できる。製造変量「
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流延装置（幅広スリットノズルから溶融樹脂箔を供給する冷却ローラ装置）後の樹脂箔温
度」及び／又は「縦延伸比（長手方向延伸比）」により理論的に曇り製品特性を調節でき
る。尤も、目標処理値に影響を与えず、装置速度を変更しない縦延伸比MDの変化は望まし
くない。そこで、制御装置は、適切な手順を介して、例えば、６０℃から５０℃に樹脂箔
温度の低下を設定できる（冷却ローラ装置の後段）。縦延伸比MDは、変化しない。
【０２１２】
　樹脂箔温度の低下を設定すると、「冷却装置後の樹脂箔温度」が変化する。本実施の形
態では、単に調節する工程領域の例として流延装置を説明する；原料温度、原料組成及び
アニール温度等は、目標処理値により大きい影響を与える。
【０２１３】
　制御装置の検出器は、冷却ローラ温度、水槽温度及び冷却ローラ速度による機械変量を
調節しつつ、新しい樹脂箔温度の設定法を定める場合がある：溶融物温度と流延樹脂箔厚
さは、測定値として使用される。しかしながら、可能な調節法では、装置速度全体に直接
影響を与える冷却ローラ速度は変化しない。
【０２１４】
　例えば、製造条件最適化法により、工程エネルギ需要量を最小化する制約として最適調
節法を設定することができる。
【０２１５】
　製品交換時の切替時間短縮
　ある工程内でより厚い樹脂箔を一定の速度で製造するとき、制御装置の操作者は、例え
ば、適切な装置内で製品特性「最終樹脂箔厚さ」を２０μmから２５μmに増加できる。
【０２１６】
　約言すると、製品特性「最終樹脂箔厚さ」は、流延樹脂箔厚を別にして、各製造変量に
依存しない。工程は変化せず、樹脂箔のみをより厚くできる。
【０２１７】
　検出器を通じて、「冷却ローラ速度」を減少しかつ／又は機械変量「押出機生産能力」
を向上しなければならない。生産能力向上は、速度減少より優先するので、例えば、検出
器は、押出機生産能力を４０００kg/hから５０００kg/hに増大する。
【０２１８】
　しかしながら、所与の温度調節では、製造変量・縦延伸温度（MDO)、横延伸温度（TDO
）は、もはや樹脂箔厚さを増大できないことが明らかである。また、流延樹脂箔が過度に
加熱されて、製造変量「流延箔温度」が高過ぎる難点がある。
【０２１９】
　検出器は、冷却ローラ温度、水槽温度、縦延伸ローラ温度、横延伸温度及び通風機回転
数への機械調節に適合する。溶融物温度と予期すべき流延樹脂箔厚は、測定値として使用
される。
【０２２０】
　前記機械調節は、製造条件が最適化されると、再び元の製造変量を達成できる。
【０２２１】
　その場合に、「仮の事態（What if）」過程で全調節を観察して、生産能力の増大によ
り影響を受ける検出器の製造変量を予測して、適切な機械調節を事前に計算できることが
重要と認められる。全調整値を計算したとき、小規模の工程で機械調節量を変化させて、
新しい調節量を達成することができる。
【０２２２】
類似装置間での調節値転移
　装置の操作者が、新規製品、即ち新規樹脂箔又は流延樹脂箔を連続的に形成し、他の試
験装置でその検査を行った後に、試験装置とは異なる樹脂箔製造装置で形成するものと仮
定する。２つの樹脂箔製造装置は、互いに同一ではなく、小さいが重要な細部ではて互い
に相違するものとする。この場合に、他の樹脂箔製造装置に１：１の全機械調節量を容易
に移送することはできない。
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　そのため、操作者は、機械調節量を伝達せずに、樹脂箔製造装置Aから樹脂箔製造装置B
に処理変量のみを伝達すればよい。処理変量に適する機械変量の検出は、樹脂箔製造装置
Bの検出器に付託される。製造条件最適化過程又は調節過程の場合と同様に、適切な製造
条件最適化法により樹脂箔を製造し、同様にエネルギ需要量等の周辺条件を考慮すること
ができる。
【０２２４】
　製造条件最適化法では、媒介変数の数が増加する程、通常計算時間が著しく増大するた
め、高速の支援計算モデル又は場合により支援テーブルに著しく依存することが必要とな
るが、検出器の処理変量レベルの手順は、前記品質最適化に対して原理上比較できる。２
つの樹脂箔製造装置の差異は、比較的少ない処理変量数だけでなく、全処理変量に適切な
機械変量を検出するに過ぎない。
【０２２５】
　検出器が良好に機能しかつ２つの樹脂箔製造装置が近似の構造であることを前提として
、樹脂箔製造装置Ｂの検出器は、樹脂箔製造装置Ａの検出器に比較的類似する機械調節値
を検出しなければならない。
【０２２６】
　比較的小型の実験室設備からより大型製造装置への実用化
　実験室設備上で予め試験を行い、新樹脂箔を実験室装置で形成すると仮定する。より小
規模の装置上で予め試験を行う製品を製造するとき、より大規模の製造装置に対応する調
節量を設定して、該当する工程の実用化を図る必要がある。
【０２２７】
　装置調節値を伝達する実用化原理は、類似の実用化製造装置間では同一である。本実施
の形態では、工程の共通化又は共用化が特に有効である：製造装置の検出器は、実験室設
備の検出器とは明確に異なる機械調節の可能性が高い。しかしながら、処理変量は、変更
なく、実験室設備から製造整備に処理変量をそのまま適用する工程は、同一である。
【０２２８】
　支援装置
　検出装置と規格処理値（例えば、統一的な機械設備内に導入し、設定し又は機械設備上
検出装置と規格処理値とに区別しかつ任意に組合される）を備える本発明の制御装置は、
マイクロプロセッサで制御される全体構造及び回路技術構造に基づき、所定の支援装置の
実装にも適する。
【０２２９】
　従って、所定の前記変更を装置に実施し又は装置の調節等を行うとき、制御装置は、対
応する適切な機械値を自動的又は半自動的に検出（提案の範囲内）し又は操作者は、必要
な変更を加える支援装置により、所定の各提案を実施して、徐々に案内され、その後その
提案が容認され、その結果適切な機械値が設定される。
【０２３０】
　しかしながら、例えば、高エネルギ消費量を要する適切な製造工程を、省エネルギ型で
好適に実施すべきかとの種々の必要な提案を支援装置は、行うこともできる。また、本発
明の制御装置は、機械変量の種々の好適な調節値を検出することができる。
【０２３１】
　前記の通り、所望の製品特性から最終的に処理変量を導き出し、関連する目標処理値と
、目標処理値に組み合わされる検出器とを介して、最終的に機械変量を正しく調節できる
から、操作者は、本来形成すべき樹脂箔の各特性のみを配慮すればよい。
【符号の説明】
【０２３２】
　1・・貯留槽、　3・・押出機、　9・・樹脂箔引出機、　11・・延伸ローラ、　15・・
選択的表面処理、　17・・同時二軸延伸工程、　19・・引出装置、
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